
令和7年度

決 算 報 告 書

川崎市住宅供給公社



川崎市住宅供給公社

(単位：円)

前年度 当年度

3,548,072,279 3,624,144,040

3,242,744,052 3,262,850,277

200,000,000 250,000,000

110,785,195 88,717,614

－ 27,010,000

2,389,237 1,596,774

△ 7,846,205 △ 6,030,625

11,231,163,475 11,073,817,868

7,969,855,299 7,842,768,982

9,805,461,176 9,840,791,190

△ 2,344,160,792 △ 2,479,639,568

1,053,227,330 1,050,424,483

△ 495,027,861 △ 512,412,458

△ 58,980,430 △ 64,721,495

9,335,876 8,326,830

483,401,158 501,713,771

120,170,954 122,227,277

△ 53,772,132 △ 56,497,543

248,892,159 248,892,159

25,925,970 65,947,068

△ 12,079,143 △ 20,115,540

154,263,350 141,260,350

4,228,600 6,928,067

4,228,600 6,928,067

2,773,678,418 2,722,407,048

2,700,010,000 2,650,010,000

73,668,418 72,397,048

14,779,235,754 14,697,961,908

現 金 預 金

貸　　 借　　 対　　 照 　　表 
(　一　般　会　計　)

令和8年3月31日現在

科  　　　　目

流 動 資 産

減 損 損 失 累 計 額

有 価 証 券

未 収 金

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

賃 貸 事 業 資 産

賃 貸 住 宅 資 産

減 価 償 却 累 計 額

賃 貸 施 設 資 産

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

長 期 前 払 費 用

有 形 固 定 資 産

建 物 等 資 産

減 価 償 却 累 計 額

土 地 資 産

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 建 設 工 事

無 形 固 定 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

長 期 有 価 証 券

そ の 他 の 資 産

[  資  　産  　合  　計  ]
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(単位：円)

前年度 当年度

985,075,702 824,420,014

959,875,747 791,707,046

－ －

25,176,454 25,825,208

23,501 6,887,760

2,720,094,859 2,728,063,080

182,371,664 182,553,331

345,027,546 333,972,390

1,664,542,482 1,670,502,662

277,959,870 276,544,750

1,386,582,612 1,393,957,912

528,153,167 541,034,697

3,705,170,561 3,552,483,094

10,000,000 10,000,000

11,064,065,193 11,135,478,814

4,113,853,388 4,113,853,388

65,366,000 65,366,000

4,048,487,388 4,048,487,388

5,843,361,805 5,914,775,426

1,106,850,000 1,106,850,000

1,106,850,000 1,106,850,000

11,074,065,193 11,145,478,814

14,779,235,754 14,697,961,908

そ の 他 の 流 動 負 債

科  　　　　目

流 動 負 債

未 払 金

前 受 金

預 り 金

剰 余 金

固 定 負 債

預 り 保 証 金

繰 延 建 設 補 助 金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

計 画 修 繕 引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

［  負  　債  　合  　計  ］

資 本 金

賃 貸 住 宅 管 理 事 業 等 積 立 金

［  資　  本  　合  　計  ］

負 債 及 び 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

資 産 価 額 適 正 化 評 価 差 額 金

非 償 却 資 産 取 得 金

利 益 剰 余 金

特 定 目 的 積 立 金

2



自　令和7年4月 1日 川崎市住宅供給公社

至　令和8年3月31日 (単位：円)

前年度 当年度

4,380,554,667 3,936,313,124

－ －

639,840,923 629,271,891

571,049,846 560,855,007

128,559,919 69,584,990

442,489,927 491,270,017

68,791,077 68,416,884

3,721,415,259 3,288,334,553

3,630,080,487 3,198,910,696

91,334,772 89,423,857

19,298,485 18,706,680

19,298,485 18,706,680

4,190,019,496 3,787,555,706

－ －

462,433,053 460,554,600

411,844,551 401,911,440

109,673,398 64,283,720

302,171,153 337,627,720

50,588,502 58,643,160

3,695,700,210 3,287,940,871

3,606,321,226 3,202,180,328

89,378,984 85,760,543

31,886,233 39,060,235

31,886,233 39,060,235

77,936,998 85,942,452

112,598,173 62,814,966

分 譲 事 業 原 価

市 営 住 宅 管 理 事 業 収 益

高 優 賃 住 宅 管 理 事 業 原 価

管理受託住宅管理事業原価

分 譲 事 業 収 益

ﾊ ﾟ ｰ ﾄ ﾅ ｰ ｼ ｯ ﾌ ﾟ 事 業 原 価

ﾊ ﾟ ｰ ﾄ ﾅ ｰ ｼ ｯ ﾌ ﾟ 事 業 収 益

賃 貸 管 理 事 業 収 益

賃 貸 住 宅 管 理 事 業 収 益

民 間 提 携 住 宅 管 理 事 業 原 価

賃 貸 施 設 管 理 事 業 原 価

市 営 住 宅 管 理 事 業 原 価

一 般 賃 住 宅 管 理 事 業 原 価

そ の 他 事 業 原 価

一  般  管  理  費［ｃ］

事 業 利 益 ［ｄ＝ａ－ｂ－ｃ］

(　一　般　会　計　)

損　　 益　 　計 　　算　 　書

賃 貸 管 理 事 業 原 価

賃 貸 住 宅 管 理 事 業 原 価

一 般 賃 住 宅 管 理 事 業 収 益

高 優 賃 住 宅 管 理 事 業 収 益

賃 貸 施 設 管 理 事 業 収 益

そ の 他 事 業 収 益

管理受託住宅管理事業収益

事 　業 　収 　益［ａ］

民 間 提 携 住 宅 管 理 事 業 収 益

科  　　　　目

事　 業 　原 　価［ｂ］
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前年度 当年度

35,167,246 40,442,235

35,045,157 40,117,553

122,089 324,682

21,584,053 23,299,668

△ 593,798 △ 629,412

22,177,851 23,929,080

126,181,366 79,957,533

－ －

31,452,507 8,543,912

704,046 －

23,755,223 8,543,912

6,993,238 －

94,728,859 71,413,621

特　 別　 利　 益［ h ］

当 期 純 利 益［j＝ｇ＋ｈ－ｉ］

固 定 資 産 除 却 損

特 　別　 損　 失［ i ］

減 損 損 失

そ の 他 の 特 別 損 失

経 常 利 益［ｇ＝ｄ＋ｅ－ｆ］

雑 損 失

貸 倒 損 失 引 当 金 繰 入

そ の 他 経 常 費 用［ｆ］

雑 収 入

受 取 利 息

そ の 他 経 常 収 益［ｅ］

科  　　　　目
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自　令和7年4月 1日 川崎市住宅供給公社

至　令和8年3月31日 (単位：円)

前年度 当年度

4,113,853,388 4,113,853,388

－ －

4,113,853,388 4,113,853,388

5,748,632,946 5,843,361,805

94,728,859 71,413,621

94,728,859 71,413,621

5,843,361,805 5,914,775,426

1,106,850,000 1,106,850,000

－ －

1,106,850,000 1,106,850,000

10,969,336,334 11,064,065,193

94,728,859 71,413,621

11,064,065,193 11,135,478,814

剰　   余  　 金  　 計   　算   　書 
(　一　般　会　計　)

項　　　　目

資
本
剰
余
金

期 首 残 高

当 期 増 加 高 又 は 減 少 高

期 末 残 高

利
益
剰
余
金

期 首 残 高

当 期 増 加 高 又 は 減 少 高

当 期 純 利 益

期 末 残 高

当 期 増 加 高 又 は 減 少 高

合
計

期 首 残 高

当 期 増 加 高 又 は 減 少 高

期 末 残 高

特
定
目
的
積
立
金

期　首　残　高

期 末 残 高
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川崎市住宅供給公社

令和7年4月1日から令和8年3月31日 (単位：円)

前年度 当年度

事業活動によるキャッシュ・フロー 34,078,167 67,832,049

分譲事業活動による収支 － －

賃貸管理事業活動による収支 383,625,474 310,489,202

賃貸住宅管理事業の収支 331,871,153 270,581,238

高優賃住宅管理事業の収支 66,935,309 53,294,338

122,875,579 83,908,060

△ 55,940,270 △ 30,613,722

一般賃住宅管理事業の収支 264,935,844 217,286,900

439,911,314 487,861,012

△ 174,975,470 △ 270,574,112

賃貸施設管理事業の収支 51,754,321 39,907,964

72,214,645 72,053,687

△ 20,460,324 △ 32,145,723

管理受託住宅管理事業活動による収支 △ 147,589,504 △ 12,019,762

市営住宅管理事業の収支 △ 164,300,173 △ 36,279,868

4,293,388,900 3,773,177,300

△ 4,457,689,073 △ 3,809,457,168

民間提携住宅管理事業の収支 16,710,669 24,260,106

1,759,987,581 1,725,573,626

△ 1,743,276,912 △ 1,701,313,520

その他の事業活動による収支 △ 5,883,470 △ 12,480,468

△ 5,883,470 △ 12,480,468

22,806,546 20,780,611

△ 28,690,016 △ 33,261,079

△ 107,446,325 △ 114,019,715

△ 60,349,515 △ 67,364,732

その他経常損益に係る収支 13,736,025 18,814,898

△ 6,993,238 －

△ 35,021,280 △ 55,587,374

その他受託事業・パートナーシップ事業の収支

賃貸管理事業による収入

キャッシュ・フロー　計算書
(　一　般　会　計　)

区        　　 分

賃貸管理事業による収入

賃貸管理事業による支出

賃貸管理事業による収入

賃貸管理事業による支出

賃貸管理事業による支出

管理受託住宅事業による収入

管理受託住宅事業による支出

管理受託住宅事業による収入

管理受託住宅事業による支出

その他事業による収入

その他事業による支出

預り保証金に係る収支

一般管理費に係る収支

特別損益に係る収支

その他の収支
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前 年 度 当年度

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 249,130,005 △ 43,133,984

事業資産形成活動による収支 △ 232,973,520 △ 27,400,011

分譲事業資産形成による収支 － －

賃貸事業資産形成による収支 △ 232,973,520 △ 27,400,011

高優賃住宅資産取得の収支 △ 23,261,173 △ 15,526,005

△ 23,261,173 △ 15,526,005

一般賃住宅資産取得の収支 △ 207,912,347 △ 11,874,006

△ 207,912,347 △ 11,874,006

賃貸施設資産取得の収支 △ 1,800,000 －

△ 1,800,000 －

事業用土地資産形成による収支 － －

有価証券等の取得・償還等による収支 － －

その他投資活動による収支 △ 16,156,485 △ 15,733,973

△ 14,351,987 △ 17,005,361

有形固定資産形成による収支 △ 13,712,886 △ 11,648,361

無形固定資産形成による収支 － △ 5,357,000

その他の固定資産形成による収支 △ 639,101 －

その他の収支 △ 1,804,498 1,271,388

財務活動によるキャッシュ・フロー － △ 4,591,840

－ △ 4,591,840

－ △ 4,591,840

△ 215,051,838 20,106,225

6,357,795,890 6,142,744,052

6,142,744,052 6,162,850,277

その他の事業に係る借入金の返済による支出

区        　　 分

事業活動に係る資金の返済による支出

賃貸住宅建設による支出

賃貸住宅建設による支出

賃貸施設建設による支出

有形固定資産形成による収支

当　期　中　の　資　金　収　支　合　計

前 期 繰 越 金 ( 現 金 及 び 現 金 同 等 物 )

次 期 繰 越 金 ( 現 金 及 び 現 金 同 等 物 )
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(脚注1)
　このキャッシュ・フロー計算書における次期繰越金（現金及び現金同等物）と、貸借

対照表に掲記されている「流動資産／現金預金・有価証券」及び「固定資産／長期有価

証券」項目との関係は下表のとおりである。 (単位：円)

前 年 度 当年度

次　期　繰　越　金 6,142,744,052 6,162,850,277

流動資産 3,442,744,052 3,512,850,277

現金預金 1,742,744,052 1,762,850,277

定期預金 1,500,000,000 1,500,000,000

有価証券 200,000,000 250,000,000

固定資産 2,700,000,000 2,650,000,000

長期有価証券 2,700,000,000 2,650,000,000

その他の資金 10,000 10,000

流動資産 － －

固定資産 10,000 10,000

長期有価証券 10,000 10,000

6,142,754,052 6,162,860,277合　　計

貸 借 対 照 表 科 目
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１　重要な会計方針

１　有価証券の評価基準及び評価方法

  満期保有目的債券

　　取得差額がないもの 　原価法

　　取得差額があるもの 　償却原価法  

２　分譲事業資産の評価基準及び評価方法

　分譲資産及び分譲資産建設工事

　　個別法による低価法

３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 賃貸事業資産

　　　定額法

　　　・耐用年数：鉄骨鉄筋コンクリート造の住宅 50年ほか

　(2) 有形固定資産

　　　建物等資産　　　　定額法・定率法

　　　その他の資産　　　定率法

　　　その他の有形固定資産

　　　・耐用年数：法人税法に規定する耐用年数

　(3) 無形固定資産

　　　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法によっている。

４　引当金の計上基準

　(1) 計画修繕引当金

　　　賃貸住宅資産の経年劣化等に対処するために、将来の一定期間内に計画的に実施する修繕工事に要する

　　費用の総額(計画総額)を基礎として計上している。毎期、計画総額と計画修繕引当金の期末残高の差額を、

　　当該一定期間内に均等に配分した額を繰入れている。

　(2) 貸倒引当金

　　　賃貸管理事業収入未収金、長期事業未収金その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、

　　一般債権については貸倒実績率により、また、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性

　　を検討して、回収不能見込額を計上している。

　(3) 退職給付引当金

　　　職員の退職給付に備えるため、当期末の自己都合及び自己都合に公社都合を付加調整の退職による期末

　　要支給額の全額を計上している。 

５　特定目的積立金

賃貸住宅管理事業等積立金

　　賃貸住宅管理事業等積立金は、将来の家賃相場の変動や金利の上昇等による損失に備え、当期総利益の範

　囲内で理事会等の決議に基づき計上している。 

　　　　　　　　　【前年度】　　　 【当年度】

　　・繰入額　　　　　　　-円　　　　　　　-円　

　　・取崩額　　　　　　　-円　　　　　　　-円　

６　収益及び費用の計上基準

　　当公社の主要な事業における顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務

　を充足する通常の時点(収益を通常認識する時点)は以下のとおりである。

　(1) 賃貸管理事業

　　　賃貸管理事業は賃貸住宅等の賃貸を行っており、顧客との賃貸借契約に基づくリース取引に該当するも

　　のとして収益を認識している。また、契約に基づき入居者に対する付随サービス等の履行義務を負う場合

　　がある。入居者に対する付随サビースは、入居者が安全、快適な暮らしを行うために提供されるサービス

　　であり、単一の履行義務と判断している。この業務は、日々の業務提供によって顧客が便益を享受してい

　　ると判断し、契約期間の経過に応じて収益を認識している。

注　　　記　　　事　　　項
(　一　般　会　計　)
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　(2) 管理受託住宅管理事業

　　ア　市営住宅管理事業

　　　　管理受託住宅管理事業の公営住宅管理事業は、受託契約に基づき公営住宅の居住者管理業務・募集業

　　　務・滞納督促業務等の事務業務及び住宅の空家補修・計画修繕・設備保守点検等の営繕業務の履行義務

　　　を負っている。これらの履行義務は同一決算報告期間の期末までに充足されることが約束されているこ

　　　とから、すべての履行義務を完了した時点で取引価格をもって収益を認識している。

　　イ　民間提携住宅管理事業

　　　　管理受託住宅管理事業の民間提携住宅管理事業は、受託契約に基づき入居者募集・契約関連業務、家

　　　賃等の収納関連業務、入居者管理関連業務、共益費支出関連業務、清掃・点検業務等の履行義務を負っ

　　　ている。これらの業務は、民間賃貸住宅所有者からの委託を受け、賃貸物件を良好な住宅として管理し、

　　　入居者を入居させ、家賃等を収納することにより適切に管理するための統合的なサービスであり、単一

　　　の履行義務と判断している。これらの業務は、日々継続的なサービス提供を行うものであり、日々の業

　　　務提供によって顧客が便益を享受していると判断し、契約期間の経過に応じて収益を認識している。

７　建設期間中の支払利息等の原価算入方法

  分譲資産建設工事及び賃貸資産建設工事
　分譲資産及び賃貸資産の建設工事に関連する借入金の利息及び特定の販売管理費用で、当該建設工事完了ま
でのうち正常な期間内のものは、原価に算入している。

８　リース取引の処理方法

　リース取引に係る会計処理については、｢地方住宅供給公社会計基準｣の改訂(平成20年3月14日)に基づき、
ファイナンス・リース取引については、原則として、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行ってい
る。ただし、個々のリース資産の重要性が乏しいと認められる場合には、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
て会計処理を行っている。

９　消費税等の会計処理方法

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により行っている。
 

10　その他重要な事項

  固定資産の減損に係る会計基準
　固定資産の減損については、｢地方住宅供給公社に係る減損会計処理基準｣(平成17年4月1日)を適用してい
る。減損にあたっては、資産グループごとに当該資産グループの回収可能価額を算定し、帳簿価額が回収可能
額を上回った場合に、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上している。
　なお、減損損失累計額について、償却資産は間接控除し、非償却資産は直接控除している。

11　会計方針の変更

　　なし

12　表示方法の変更

　　なし

13　会計上の見積りの変更

　　なし
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14　重要な会計上の見積り

　(1) 固定資産の減損

　　ア　当年度の財務諸表に計上した金額

　　　　賃貸事業資産　       7,842百万円

　　　　減損損失　　   　  　　　8百万円

　　イ　財務諸表利用者の理解に資する情報

　　　(ｱ) 算出方法

　　　　　公社減損会計処理基準に従い、賃貸事業資産については、団地を単位としてグルーピングを行い、

　　　　減損の兆候が認められる資産グループについて、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシ

　　　　ュ・フローが帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

　　　　失として計上している。

　　　(ｲ) 主要な仮定

　　　　　将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、当該資産グループの事業収入及び事業費

　　　　用であり、直近の事業収支の状況を基に見積りを行っている。

　　　(ｳ) 翌年度の財務諸表に与える影響

　　　　　事業環境等の変化の影響により、割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回る場合には、追

　　　　加の減損損失が発生する可能性がある。

　　　　　また、賃貸事業資産全体の減損処理状況は、補足情報｢Ⅰ３賃貸事業資産等について｣に記載してい

　　　　る｡

　(2) 計画修繕引当金

　　ア　当年度の財務諸表に計上した金額

　　　　計画修繕引当金　 　   　94百万円

　　イ　財務諸表利用者の理解に資する情報

　　　(ｱ) 算出方法

　　　　　賃貸事業資産の経年劣化等に対処するために計画的に実施する修繕工事について、団地別に実施時

　　　　期及び修繕費用を見積り、修繕計画を策定している。修繕費用と計画修繕引当金の期末残高の差額を

　　　　各建物の残存年数で均等に配分した額を毎期繰入をしている。工事の実施年度においては、計画修繕

　　　　引当金から取崩し工事を実施している。

　　　(ｲ) 主要な仮定

　　　　　見積りの基礎となる団地別の修繕計画の主要な仮定は、修繕工事の工事内容、実施時期及び費用で

　　　　あり、修繕工事の工事内容及び実施時期は国土交通省作成の長期修繕計画作成ガイドラインより、修

　　　　繕工事の費用は委託により修繕費用の積算を行っている。

　　　(ｳ) 翌年度の財務諸表に与える影響

　　　　　賃貸住宅の個別の劣化状況等の変化又は建物物価等の変動等により、修繕計画に変更があった場合

　　　　は、計画修繕引当金に影響を及ぼす可能性がある。また、修繕工事の実施年度において見積りと実績

　　　　に乖離が生じた場合は、追加の修繕費が発生する可能性がある。
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２　補足情報

Ⅰ　貸借対照表に関する事項

１　預金のペイオフについて

　　預金のペイオフに係る借入金相殺額及び預金保険等の限度超過額

　　　　　　　　　　　【前年度】　　　 【当年度】

　　　　預金の額　　　1,510百万円　　　1,520百万円   (Ａ)

　　　借入相殺の額　　　　　　-円　　　　　　　-円   (Ｂ)

　　　預金保険の額　　 　20百万円　　　　 20百万円   (Ｃ)　　　　

　　　　 超過額　　　 1,490百万円　　　1,500百万円   (Ａ－Ｂ－Ｃ)

２　保証債務について

　(1) 保証債務の内容

　　　民間提携事業に係る土地所有者の住宅金融支援機構借入金の保証債務

　(2) 保証債務の額

　　　【前年度】　　 【当年度】

　　　 339百万円　　　309百万円

３　賃貸事業資産等について

  賃貸事業資産

　　｢地方住宅供給公社に係る減損処理基準及び注解｣に基づき、減損処理に係る会計処理を行った資産の状況

　は以下のとおりである。

Ⅱ　損益計算書に関する事項

１　特別損益の主要なものについて

　(1) 固定資産除却損の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【前年度】　　　【当年度】

　　・電話器交換及び回線工事実施に伴う残存簿価の除却　  704,046円　　　　 　 　-円

　(2) 減損損失の内訳

　　　｢地方住宅供給公社に係る減損会計処理基準｣に基づき、賃貸事業資産等の減損損失額を計上している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     【前年度】　　　【当年度】

　　・賃貸施設に係る減損損失　　　 　　　　　　　　　 23,755,223円　　 8,543,912円

　(3) その他の特別損失の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　 【前年度】　 　 【当年度】

　　・ビバース田島町工事請負契約解除に係る特別損失　　 6,993,238円　 　　 　　 -円

Ⅲ　その他の補足情報

１　資産価額適正化評価差額金について

　　｢地方住宅供給公社会計に係る資産価額の適正化実施基準｣(平成16年11月1日)に基づき、賃貸事業資産等

　の資産価額の適正化を実施した。

　　適正化による評価差額は、資本の部の資本剰余金に計上した。

　　　　　適正化の実施時期　　　平成17年3月31日

　　　　　適正化による評価差額　　 65,366,000円

２　資産除去債務に係る事項について

　　当公社では、川崎市との定期借地権設定契約により土地(851.59㎡)を借地し、賃貸施設を建設し、その施

　設を賃借人に賃貸している。当該土地については、川崎市との契約に基づき借地期間満了時に原状回復義務

　が課されている。

　　したがって、公社会計基準｢資産除去債務に関する実務指針｣に基づき、以下の会計処理を行っている。

　・定期借地契約期間　　平成15年11月1日から令和37年10月30日　

　・将来キャッシュ・フロー　　26,560,000円

　・割引率　　1.53％

　・当初計上雑損失（過年度減価償却相当額）　 2,006,930円

　・当初の資産除去債務額及び除去費用　　　　14,524,815円

　　　　　　　　　　　　　　 【前年度】　　　  【当年度】

　・期首残高　　　　　　　　

　・時の経過による調整額　 　

　・期末残高　　　　　　

注　　　記　　　事　　　項
(　一　般　会　計　)
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